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研究経過報告

一「津市民の生活意識調査」－

Cプロジェクトでは「津市民の生活趣激闘壷」

の単備として60年度は参考資料の収巣と、その

盤理を行なった。その結果を、「地研報告Nq2j

として〔家政研究蝿34〕に掲戦したので、その

慨略を記し、併せて61年度の調査との関連につ

いて述べたい。

1．生活意識について－川田光子一

私逮は、家政科教員として「生活」については

平素から深い関心を持ち、昭和54年には、「津

市民の生活に関する研究」を行った経験を有し、

今回地研の発足を契機として、先回の研究を更に

進展させることをねがって津市民の生活恵餓をテ

ーマとして取り上げた。

〔地方の時代〕

戦後の日本を顧みろと、戦争により荒廃した生

活を、国民の努力により戦前の水邸にまで回硬し

たのが、昭和20年代後半、30年代には工菜技

術の発達により、大量生産された生活機器、砿化

製品が出回り、所得の増加と相侯って、家庭内に

それらの製品が普及し、物質的な畷かざと共に生

活槻式の平率化、画一化は著しいものがあった。

85年から45年にかけては、更に生活は高度化、

多槻化の方向に進んだが、公害間剛、環境破蝋、

インフレ不安に続く石油ショック、ロッキード蛎

件ぱどにより，経済成長は鈍化し、国民はそれま

での経済室1-2芋義竺合理性至上主艇に疑いぞもち

はじめ、輔神面の貧困に気づきはじめた。

一方、戦後の復興期には、経済・政治・行政は

勿鎗、人間も文化も東京に集中し、その後の工粟

化の波は人と資本をますます大祁市及び工粟化郁

市へ架中し、農業地域の人口流出が箸し<、大祁

市の過密化、地方の過疎化が進んで地域社会の解

体が深刻化した。しかし経済成長の低迷期を境と

して人口移動が減少し、農村と都市の消費水加の

差がなくなウ、コミュニティブームがまき起った。

1969年の国民生活審謹会廻存都会・コミュ

ニティ小委員会の「コミュニティー生活の鋤にお

ける人間性の回復一」の発表に焼き、自治猫、文

部省をはじめ各省庁により，さまざまな施策がと

られるようになった。

「コミュニティー生活の喝における人間性の回

復一」の中で発想されているコミュニティは「生

活の勘で、市民としての自主性と責任を自覚した

個人、家庭葱柵成主体とし、地域性と各棚の共通

目標を持った、開放的でしかも柵成員相互に枢頼

度のある集団、古い地域共同体と違い、住民の自

主性と責任にもとづいて、多繊化する各棚の住民

要求と創意を実現する架団」であって、「日常生

活のよbどころとなって、現代文明社会における

人間回復のとりでとしての槻能を確立しなければ

ならない」としている。これの実現の方策として、

①行政におけるフィードバック・システム、②コ

ミュニティ・リーダの養成､③コミュニティ施設、

を挙げているが、もっとも亜要な栂成員の主体性

形成、栂成員相互のコミュナル歴関係の形成、地

域社会に内在する諸予盾の解決、生活の基盤であ

る生産力と生産栂造、などの間剛が欠落している

ことが指摘できよう。

地域の社会解体や生活間閣に対処するために打

ち出された「コミュニティ」形成施策は、行政主

導型であることに起因して、間閣解決や新しい地

域社会の形成に必ずしも有効適切なものであると

はいえぱい。

では、コミュニティ形成のあるべき姿とはどの

ようなものであろうか。

今、人びとはそれぞれの生活のばかでそれぞれ

の関心を追求し、家族の一員としてよりも個人噸

位で生活する鰯面が多くなっている。また社会化

も拡大している。
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このように生活の個人化を強めていくことは社住民自治による地域社会を目指すために、現在

会生活を遠ざけることであり、同時に地域社会を市民はどのような思議をもっているのかを探りた

遠ざけることを恩味する。い。そのための酬査であるが、生活思議の縄囲を

しかし、人間が生活し、社会の一員として成長どう規定すればよいか。今までの飢々の研究に基

する原点が地域社会であるとする葱らぱ、今ここづき、次のように考えた。

で私たちは新しい地域社会の創出をめざす必要が生活を、「ある生活体の全分野にわたって、そ

ある。地域社会から遠ざかるのではばく、近づき、こにみられる物質的、社会的、文化的諸条件と、

参加するのである。地域社会に参加し、人間関係時間的、空間的枠組と、具体的行動のパターンの

をもつことは、現代における疎外化や孤独化への体型化された複合体」なる栂造体とみばす。この

挑峨であり、人間性の回復に外ならない。当然の生活栂造体における具体的な生活領域の生活にお

ととながらコミュニティの形成は、基本的には住ける恵園的反応を「生活思議」として、生活栂造

民を主役とし、住民本位でなければならず、行政錨で把抑される具体的な生活領域をもとに「生活

主導や行政依存のコミュニティの形成は、本来の怠訟」の分類を行ぽい、対象領域の設定を試みた。

主旨に反している。コミュニティは、住民自治にこれを具体的な内容で示せば表lのようになる。

よって、新しい地域社会ぞ創成することである。（この表の内容に基づき、地域社会創出への関連

〔生活恵識〕性のあるものを網適して調査票を作成した。〉

表1生活恵錨分顛

1.物質の再生産一一社会的再生産

…･労働際蕊溌I#，誤繍繊綴:周:,塁鯉置鯉織函金収入“鋤
2.組織の再生産一社会的再生産

集団・人間関係（生産・消費両側面における人間関係）

1)社会的つきあい

2〕職場の人間関係

3)地域の人間関係

4）近隣の人間関係

5)社会活勘

①冠婚卵祭②礼儀作法③社交性④麓理・人愉⑤男女交際⑥結婚観
⑦世代観
①上司とのつきあい②司僚とのつきあい

①地域連帯感
①近隣づきあい②町内会・自治会
①住民迎励②社会参加③地域活鋤

8.糖神の再生産一緒神的生産・自己回復の行為領域

1)文化的領域

教青

余暇

宗数

2)マス・コミ

①家庭教育②学校教育③社会教育④学歴
①娯楽②趣味③個人的つきあい④余唖観⑤レジャー施設
①宗教行為②宗教観
①マス・コミ通②テレビ、ラジオ、新聞への接触③流行④情報

3)生活規範・生活価価・生活疎外感

馴蕊|蕊繍藤:蝋繍繍蕊.‘
4.生命の再生産一自然的再生産の行為領域、生命保護の生活環境

1塚庭経済

2応・食・住生活

（家事行動）

3)生理的行励

4〕家族の人間関係

5)生活環境

6)行政サービス

7)社会福祉

8)医療・健餓

①生活穆度②物価
⑧ローン・小づかい
①衣生活②食生活

③税金④生活費⑤消費傾向⑥貯蓄⑦暮らし一般
⑨財産所有
③住生活

①睡眠②休養③食事④身のまわりの用噸
①親子関係②夫婦関係（歩琶後
①住居をとりまく環境（生活の利便・安全・快適など）
・過密・過疎・公害など）

①自治体に対する接触・要望②受益者としての態度

①身障者福祉②老人福祉③児愈桐祉

①医凍②健康
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2．「家族」その変化と露馴

一調査のための覚宙一紀中多迦子

昭和60年版の国民生活白番は「昭和60年代

は、戦後40年の成果である段かで平等な社会が

もたらした中流恵識がr成熟化』しつつあり、人

々がそれぞれの個性や価値観に応じた多繊葱生活

ができる時代になるであろう」と予測している。

しかしその反面、国民生活の歪みも甑在化し、

とりわけ家族や社会のきずなの弱体化により、少

年犯罪や糖神障害の地加や自殺の多発をはじめ、

娃婚率上昇による父子､母子家庭の咽加、急速な

高齢化社会の到来による深刻な老人間剛への直面

を挙げ、従来、家庭や地域社会のなかで処理され

てきたこれらの問題が大き&f社会間剛となってい

るいま、家庭や社会の機能について、その原点に

立ち返って見直さばければならばい時期であろう

と指摘している。こうした現状のばかで「津市民

の生活意識調査」を行なうにあたり、社会のもっ

とも基礎的単位として位圃づけられている隊族」

に熊点をあてて、家族の形態的、貿的ぱ変化を探

ってみたい。

〔家族形態の変化について〕

戦後わが国の家族変動の厳かでもっとも客観的

に明確に把握できるのは家族形態の変化である。

昭和60年の厚生行政基礎調査によると、核家

族世帯は昨年より13万6千世帯ふえ、この咽加

は過去最高とされる。また60年国勢調査の速報

値による平均世帯人員は8．18人であって、これ

は59年とほぼ横適い傾向とみられる。

こうした家族変動の原因は、戦後の家制幽解体

の反映がその根底に流れてはいるものの、この80

年代以降にみられる急速歴家族規槙縮小と核家族

化進行をもたらした要因として、一般に共通して

出生率の低下と高度成長期における労働力移動が

挙げられる。しかし産業化が進展し、出生率の低

下が始まっても、初期には世帯規槻は縮小に向か

わず、夫婦家族制のイデオロギーが定肴してはじ

めて、ようやく急速な縮小が現出したのである。

即ち高度成長期における産業化と夫婦家族制理

念の浸透が相乗的に作用し、その変化がより促進

したといえる。

以上のような家族小規模傾向のなかでも、特に

高齢化社会での老人世粥の問囲は深刻である。

65才以上の高齢者世帯はふえ焼け、単独世帯

は9．8粥、夫蝿2人幕しが28粥であり，世帯総

数の;が､老人のみの世櫓という現状であり､子
との同居率は64．6影である。別居老人も、子ど

もがあれぱ再び同国して子どもに依存することを

望む蝿合もあろう。しかし、老観を受け入れる家

族は、屈用者世裕が多く、その平均的唾生活条件

から見れば、狭い住宅、転勤や職業移動、子ども

の養・教育費の負担期、主婦の就労増加厳どの実

際問願に加えて、綴と子の世代間の生活慣習や生

活価値観鞍どの相逸も内在して同居は困薙となる。

また、今後平均寿命が伸びると、同居する子ども

自体が高令者であるという噸態も起こりかね牡い。

このように、今後は老齢者自身の自助能力におい

ては処理し得ない、扶鶏介護、介助の問題が切

実なものとなろう。

〔家族槻能の変化について〕

今日の家族生活の変容ぶりは戦後の制度改革を

基底として、昭和80年代以降の急激な産業化の

進展によって、家族形態の変化を伴ないながら大

きく変蕊したとみられる。

制度改疏は、明治民法における家父長の支配、

家産の単独相続、組に対する単独扶奨、跡継ぎの

確保などにみられ、制度的にも倫理的にも強固に

家族を規制してきたのが、新憲法によって個人の

尊厳と両性の本質的平等がうたわれ、改正民法に

よって家制度iま廃止され、夫蝋の対等性、成年

男女の結婚の自由、均分相暁などが定められ

た。

しかし長らく固守されてきた家制度は容易に崩

壊するものではなく、実質的に家族生活が大きく

変化したのは30年代以降であろう。

産業柵造の転換によって屈用者世帯が増加し、

59年には全就業者の76影を占めるに至ってい

るが、それは、自酋莱者世帯のように家族が家業

の労働力であり，腿業IltWfのように自給自足的な

側面をも残していた、いわば生産機能をもった家

族から、消費的槻能のみをもつ家族の地加を意味

する。消費的槻能のみぞもつ生活パターンにおい

ては、騒渦は働く鯛、家庭は荘らしの軸と明確に

区別され、さらに稲市的勤労者では騒住の遠隔化

も加わって、多くの勤労者は仕碩中心の生活とな

り、家庭内においては夫あるいは父の働く実態を

ほとんど知らない。また家庭内での役割分担は、

根強く残っている「卿は仕砺、女は家庭」という

恵識と行動がさらに明確化し、女性は家事、育児

の担い手とされ、男性にとって家歴は休息の場に

過ぎなく駈る。女性の就労化が進んだ昨今におい

てもこの傾向は強い。

さて地域社会と家族生活との機能的な関連性は

都市化の進展によって喪失した。すなわち、各地
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鯛は、単に地方政治や地方行政において亜要であ

るばかりでなく、日常の居住生活のなかで、家族

と地域との生活機能回復のなかから創り出される

べきものであろう。

域での生産手段や消費手段の共同利用、労働の交

換、慣習としての生活の相互扶助槻能などの生活

の共同性は失われ、いわゆる血縁、地縁の関係は

希薄化した。生活の近代化、都市化は、地域社会

の中に自己の家族生活を位凹づけなくとも生活を

可能とし、一方では地域の人びとが担ってきた共

同作業や共同行噸魅どの槻能も行政の近代化や行

政槻能の拡大の中に吸収されたり、あるいは稲市

化に伴ぽう諸槻能の専門化によって、社会的な分

業体制の中に吸収されていった。また地域社会で

の文化体系、とくに行駆樋式においては地域性も、

本来的な伝綻性や宗敦性も失ない、「単なる余哩

的行動織式」に過ぎぼくなっているといわれてい

る。

しかし、本格的牡高齢化社会の到来や、勤労者

の労働時間の短縮の傾向から考えて、人々が居住

地で過ごす時間はおのずと長くなり、生活地域と

のかかわりに無関心では過ごせなくなるであろう。

地域民ギキ篭、地方分栃の拡大という時代的要

8．収集資料の調査内容について

一自治体の期合一

村田温子・西村政子・草深みな子

「津市民の生活恵蟻」の調査に先がけ、昨年度

（昭和60年度）自治体が行った世誼調査のうち、

生活恵識闘査、生活実態調査等についてその内容

がどのようなものであったかについてまとめた。

資料の送付依頼先は、各都道府県、都道府県庁

所在地の市、津市と人口が同程度の市および三亜

県内の各市であり、送付された資料の調査内容を

15項目に分類し、都道府県と市に分け資料総数

に対する比率を算出した。その結果を出現率の高

い順に示したのが図1である。

図1澗査項目の概要

閲崎
10C

都道府凧、市ともに「居住恵餓」は約90影に

のぼる高率で、他の項目との較望が大きく、住民

の居住怠識、特に行政への要盟、関心等について

が行政の最大の関心咽であることがうかがわれた｡細

道府吸と市とを比較すると「生活息識」「消費生

活」「福祉」「その他」など、都道府県の方が高

率であるものと、「住宅」「鹿乗物処理」「上下

水通」「地域迎帯恵識と参加」ぱど市の方が高率

のものがあり、他の項目は大差がない。さらに各

項目の内容を検肘し、総合的にみると、部道府県

市ともに行政側が行った鯛査であるため、行政施
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策上の必要度に応じた内容である点で-罰〔してい

た。従って、同じ項目であっても細部では都道府

県側は自治体内の住民全般について、大きく又内

容については大まかに把握しようとし、市側は、

自治体自身が小範囲でもありきめの細かい施策を

要するので日常生活と関係の深い、よb具体的な

内容を把握しようとする違いが謡みとれる。

特証したいことは、上記自治体調盃による「生

活恩識」の内容は（生活潤足度）（今後の生活）

（暮らし向き）（衣食住生活）（生活程度）（生

活亜視点）（生活面でのゆとり）（その他）の小
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項目で占められ、家庭生活の経済面についての恩

誼に偶っている点である。

Cプロジェクトの昭和61年度の調盃は、この

〔生活思議〕の範囲にとどまらず、自治体測壷の

15項目全部を包含した、人間が生活して行く上

<<鎗脱》

での諸問題、生活現境の緒現象に対する態度、怠

見等々を「生活趣識」の内容と考え、家庭生活の

実態を軸としつつ、地域住民としての生活怠蹴を

浮き彫りにしたいと考えている。

津地区広域市町村圏地域経済活性化計画に寄せて

1．はじめに

国の広域行政推進栂想に基づき、広域市町村胆

が設立され、津地区広域市町村圏も昭和46年10

月に設立された。津地区広域市町村圏は三亜県の

津市、久居市、河芸虹芸湿町、美里村、安浪町、

香良洲町、一志町、白山町、嫡野町、美杉村の2

市7町2村で栂成されている。

本闇域は安漫平野およびその周辺にあることか

ら、自然条件に恵まれ、津市と久居市の一部の市

街地を除いて大部分、従来腿業が主要な座業であ

る農業地域であった。しかし、近年、各市町村と

も農業が主要な産業でなく葱り、第2間荻業農家

が切加し、工期や商店街のある津市のよう唾都市

部への通勤による昼間人口の流出と駈っている。

美杉村のような山間部の地域では、津市およびそ

の周辺市町村への住居の移転などにより、過疎化

現象が生じている。

このように、本圃域では津市を中心とした都市

部と周辺の農業地域の間に、定住閥が形成され、

行政機関は異なっていても、経済的機能はかなウ

ー体化されている。

ところで、昭和60年6月4日に、津地区広域

市町村闇協錘会は三亜県との協蟻のうえ、自治省

に地域経済活性化計画に関する文郷を提出し、同

年12月2日に推進地域選定の報告を受けた。津

地区広域市町村圏地域経済活性化計画は自治省に

よる地域経済活性化対策に基づくものである。

狂者は昭和60年1月より、この津地区広域市

町村闇地域経済活性化計画の専門委員会委員とし

て、この計画の策定に関与する槻会をもたせてい

ただいた。そこで、この計画の要旨とこの叶面へ

の鉦者の見解を述べてみることにする。

2．津地区広域市町村闇の経済的特性

本圏域の農業、林業、水産業の第1次産菜の主
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森岡洋

種生産物は米で、それ以外に津市の花木、久居市

の梨などがあるが、特に特産地化された生壷物は

ぱい◎

広域的な農業基塁の整卿駆莱として、昭和47

年から中勢用水土地改良砺業と昭和50年から中

勢広域営農団地農道（グリーンロード）塾僧砺業

が若工されている。

中勢用水土地改良躯粟は、安濃川上流の芸濃町

河内に安浪ダムを逮設し、流域に頭首工、用水路

を整術し、津市、亀山市、芸湿町、安圃町、河芸

町の2市3町にわたる農用地約8，600haの水利

条件を改善しようとするものである。

中勢広域営農団地哩道整伽寧粟は、農産物の生

産出荷体制の組織化と生産の効率化のために三砿

県によって計画されたものである。

この道路は芸漫町岩原から安漫町、美里村、久

居市を通り、国道165号線の白山町二本木を結

ぶものである。

工業については、本圏域では戦前から津市で繊

維工業が盛んであり、久居市でも地湖産業として

タオルの生産が行われてきた。

昭和40年代に入ると、津市では松下冠工㈱津

工渦の規模の拡大、昭和44年の日本鋼管㈱の造

船所の建設葱どにより、睡気槻城器具製造業、輸

送用槻械器具製造業の生産額は地加し、主要な工

業生産物になったが、繊維工業では各企業とも生

産額はあまり瑠加しなくなった。また工業限興の

ために、工業団地が造成され始め、津市では昭和

48年に三重県により、伊宮津工業団地（22ha）

芸漫町では同町により昭和48年に椋本鋪1工業

団地（l6ha）と昭和45年に椋本第2工業団地

（約1．9ha）、安漫町では昭和46年に同町によ

り安浪内多工業団地（約24．8ha）が造成開始さ

れた｡

昭和50年代になると、久居市では同市により



昭和51年に戸木工業団地（約81.8ha)と昭和58

年に庄田工業団地(約10.5ha入同年に住友冠気工

粟㈱により桃園工業団地(約32.3ha)､三亜県によ

り昭和59年に森工莱団地(約26.2ha)が造成開始

された。久居市では工業団地造成の完成により、

電気槻槻製造業と金属製品製造業の企業立地があ

り、特に三重住f副掬の企業立地は注目されている。

昭和60年代に入ると、香良洲町では同町によ

り柵葉工業団地が造成開始された。

近年の本闇域でのこのよう唾工業の発展にもか

かわらず、繊維工業の不振にくわえて、日本鋼管

㈱津製作所も造船部門が不振で、進出当初計画し

ていたようには頃業展開ができずにいる。本圏域

の企業規模については、津市と久居市での少数の

大規模な企業を除いて、中小企業が大部分である。

このため、本閥域の昭和58年の製造品出荷額は

4，894侭円で、県内出荷額の8．2％であり、北

勢地域（三亜県北部）の約12形にすぎない。

（三亜県統計課統計資料Na418）

本閥域での商業活動については、昭和59年の

高級衣料品、時計、貴金属およびレコード、カメ

ラ、楽閣等の買回り品の購入については、河芸町

では四日市市、鈴鹿市への流出もかなりあるが、

久居市、蛎野町、美杉村を除く各市町村では津市

への流入が多い。久居市では地元での買物志向が

'強く、嫡野町と美杉村は津市よりも松阪市に流出

している。他方、一般食料品、実用衣料品等日用

品、湿気製品は各市町村とも地元での瞬買率が高

い。本圏域の年間販売額は津市74．3形、久居市

11．1％となり、両市で85．4影になる。商業機

能は2市を中心とした一つの闇域をほぼ形成して

いるといってよい。（三亜県、買物傾向調査、昭

和59年）

観光については、本圏域には赤目青山国定公園、

伊勢の海県立自然公園があるにもかかわらず、三

m隅全体からみると、伊勢志摩と比較して、観光

資源の開発が十分でなく、観光地としての魅力に

欠けている。このため、本圏域の入込客数はあま

り多くなく、観光は亜要な産業となっていない。

本圏域の観光地のなかで、京阪神、中京地域から

も観光客が妨れろ広域型観光地は榊原温泉だけで

あるといってよい。

本間城での生産活動の現状を知るために、昭和

58年の国、三五県、本闇域、本圏域市町村の要

素所得（純生産）の柵成比葱比較してみると次の

ようになる。製造業の柵成比は、国、三亜県では、

80，5妬、81．7鰯であるのに対して、本囲域で
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は20．0影と約10ポイント低い。本圃域では、

製造粟の栂成比は安漫町で51．0影、一志町で

86．8影と高いが、他の市町村では80影以下で

ある。

他方、政府サービス生産者の栂成比は、国、三

亜県では、8．7％、10．4影であるのに対して、

本囲域では17．5影と高い。本圏域市町村につい

ては、久居市で31．0影、白山町で21．9影、津

市で16．7％と高くなっている。この柵成比が津

市で商いのは、県都として多数の国および県の行

政機関があることと、久居市と白山町で高いのは、

自衛隊駐屯地があることと関係していろ。

第1次産業の柳成比については、国、三重県で

は8．8影、4．8鯵であり、本圏域では2．5形であ

ることから、本個域の栂成比は国、三重県よりや

や低い。本園域では第1次産業は生産活動におい

て亜要駈役剖を演じていない。だが津市と久居市

を除く町村では第1次産業の栂成比は、国、三重

県をともに上まわり、4．5影以上になる。第1次

産粟において、美里村と美杉村では林業の栂成比

が高く、それぞれ9.9影と11．0影であり、香良

洲町では水産業の柵成比が高く、7k8形であるの

が特徴的である。(三亜県統計課統計資料

Hb438）

8．津地区広域市町村閥地域経済活性化計画

本叶画の腺剛は、産業握興、商業振興、岨光振

興の三課剛から駈っており、このなかで、股も亜

要准のは産業限興である。

亜業眼興の厳かで、まず、第1次産業につい･て

述べてみることにする。前述のように、第1次産

業は近年その純生産柵成比が低下し、低迷してい

るので各市町村とも村おこし運動として、特産物

の産地化を肢みようとしている。久居市では、キ

ャベツ、ナシ、たけのこのピン詰め、大豆みそ、

梅ジュース、河芸町では七福漬、美里村では梅大

豆、花木、甘梅、梅ジュース、美里味噌、安圃町

では花木、香良洲町では魚介類、なし、白山町で

はじゃがいも、ブロッコリー、美杉村では、コン

ニケク、梅、たけのこ、焼杉などがある。

本計画ではこのような個々の市町村の取り組み

を越えてさらに拡大し、広域的鞍観点から特産地

化の叶画を柵想しようとしている。それが周年野

菜団地の形成をめざした霊出川グリーンペルト計

画である。この計画が栂想されるに至ったのは次

の理由からである。

帆内野菜への潜在的需要は大きい。三亜県の土



壊は粘土質で野菜栽培には適しぱいが、雲出川流

域の土製は砂質が多く、野菜栽培に適している。

さらに、雲出川流域は久居市、一夫町、白山町、

嫡野町の平野部、白山町、美杉村の丘陵地、美杉

村池の平高原周辺の山間部からなり、野菜栽培の

周年化が可能であることによる。この計画の実現

が望まれている。

前川レポートに見みられように、農産物の輸入

自由化の間願が迫っている。本圃域の農家は大部

分第2団韮業農家であり、資産保有的形態の農業

であり、この形態の農業も農業生産維持のための

一つの方法ではあるが、この形態の農業では農粟

の眼典にはならない。皿粟の握興のためには、工

業と同織な企業経営的恵鋤を持った農家の育成が

なによりも必要である。この形態の農家は農業に

技術革新を導入しようとする農家であるといって

もよい。このような農家の育成には、研究槻関、

愉穣拠点の整備とその有効利用が不可欠である。

本閥域には三亜県凪業技術センターなどの研究樋

関があるので、これら研究機関とうまく連係をと

る必要がある。農業の憎報拠点は本闇域では未整

伽駈ので農協も商品の販売を主要な業務とするの

では紅<、農家の傭報拠点としての役割をもっと

充実すべきである。

工業の振興については、本計画では第1に既存

企業の産業技術の高度化、第2に新規産業(企業）

の導入、第8に広域交通体系の整備、第4に中勢

北部サイエンスシティー計画の実現があげられて

いる。第3の広域交通体系の整術は産業振興、商

業湿興、観光振興のすべてに関係しているので亜

要である。

第1の既存企業の産業技術の高度化については、

農業以上に地元の産、宮、学が一体となって取り

組まねばばら葱い。経済の国際化、円高の進行に

より、地元の低貨金の労働者の使用ということで

は企業経営は成り立たなくなっている。既存企業

の活性化のためには、市期の滞要の憎報を早く、

正碗に穫得し、高品質の商品を生産するしか方法

はない。このためには、既存企業の産業技術の高

度化が不可避魅のである。幸い、本闇域は県都を

含むことから、三重大学、三亜県工業技術センタ

ー唾どの研究機関や、県中小企業情報センター駁

どの地域の悩報拠点がある。これら機関の一層の整

伽とその有効利用を推進せねばならない。

特に、本囲域では地湖産業として、津市と久居

市でタオルが生産されている。輸入製品が国内製

品に比べて半値という状況にあり、タオル産粟は
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栂造的不況にある。タオル産業の振興のためには、

技術の高度化により、製品を高品質化し、高付加

価値化を実現しなければほらない。このためには、

津市と久居の行政的枠を越えて、この間剛に取り

組まねばならばい･

第2の新規企粟の導入については、前節で述べ

たように、これまでに工業団地が造成されるなど

して実現されてきた。それら以外にも、津市では

片田工業団地（約81．6ha）、嫡野町では天花寺

工業団地（約21ha）、河芸町では河芸工業団地

（14ha）の造成が計画されている。一志町では

小山工鴇適地の開発叶面、美里村、安浪町ぱどで

も工業団地造成の希望がある。

以前に農業地域であった所でも、農業が主要な

産業で唾<なり、農業だけでは十分な就業の渦、

特に若者をひきつける就業の渦を提供できなくば

っている。このため、閥城市町村のすべてで企業

騰致が試みられており、企業誘致は屈用の砿保、

過疎化を避けるために有効な方策である。

ところで新規企業の導入において、留思すべき

点もある。それぞれの市町村が企業誘致に努める

結果、農、工、住の混在現象が生み出される可能

性がある。例えば、津市上水道取水口近くの美里

村での、産業廃棄物処理勘の建設問題が生じてい

るように、他市町村への生活環境の影轡をも十分

配慮して、企業鋸致を推進する必要がある。

第8の広域交通体系の整術には、本圏域の道路

体系の整備と県内主要都市間および中京・近畿圏

とを結ぶ広域道路体系の整嗣の2租類がある。本

圏域での道路体系の整備は、分散的な立地の工業

団地および企業間の翰送力を充実し、これらを有

槻的に結合し、集積効果を引き出すだけで欺く、

通勤や通学のためにも必要である。この道路の整

術には、1．国週165号線の4車線への拡柵、

2.主要地方道津・関線、津・芸濃・大山田線、津

・上野線、久居・葵杉線の拡幅および集落バイパ

ス路の整削、8.都市計画道路豊里・久居線の塾嗣、

4.中勢バイパスの建設などがあげられている。中

勢広域営農団地農道の整備もこのために役だつ。

県内主要都市間および中京・近畿闇とを結ぶ

広域道路体系の整側は、新規企業の導入のために

は不可欠な条件の一つである。この道路の盤附に

は、1.高速道路の近畿自動亜伊勢線の延長、2.伊

勢湾岸道路の整嗣などがあげられる。

産業振興のための、第4番目の中勢北部サイエ

ンスシティー計面は、津市大里地区と河芸町照田

地区にまたがる約500haの地域に、工業団地、



高等研究機関、福祉型住宅、病院、梱祉施設など

を建股し、創造性・独自性を発抑できる高度な研

究、学術複合都市を建設しようとするものである。

鈴鹿山麓に研究学園都市栂想があり、松阪市では

松阪中核工粟団地が造成準轍されつつあり、本圃域

は経済活性化のための大規模唾施策の実施や栂想

については立ち遅れの状況にある。このため、こ

の中勢北部サイエンスシティー計画の実現が望ま

れている。

しかしこの計画を実現する帥に、本圏域にはす

べき課題がある。本圏域において工業を擬輿する

ためには、中核となる工業団地を造成し、既存の

企業および工業団地と結びつけて工業の集積を高

める必要がある。この役割を果すのが中勢北部サ

イエンスシティー計画である。たがこの計画は21

世紀を展望した計画であるので、さしあたり久居

市の戸木工業団地､森工業団地､津市の片田工業団

地を行政的枠を越えて、広域的鞍観点から有機的

に結合し、また拡喪し､本間域での工業の中核にす

ることを検討する必要がある。なぜなら、工業団

地周辺は森林であり、さらに自衛隊演習地の移転

がもし可能葱ら、工業団地の拡狼の余地があるか

らである。もっともこの工業団地の拡翌にあたっ

ては、周辺に片田団地と風早団地の二つの住宅団

地があるので、これら住宅団地の有効利用と、そ

れらに及ぼす影馨ぞ十分に配慮せねばならない。

商業限興のためには、本圏域内での地域間の商

業機能の分担が本計画で提案されている。モータリ

ゼーシロンの進展のなかにあって閥域外への瑠買

力の流出よりも闇域内への流入を促すように、消費

者の多観ばニーズに対応するためにはこの方法し

か唾いのである。現状で&この地域間の商業機能

の分担はかなりなされているが、この分担は次の

ように提案されている。

津市中心地区は30万都市閥の中心都市にふさ

わしい商業環境のGB市機能の創出を図ろ。（広域中

心型商業地区）久居市中心地区は津市中心商莱地

〔編集後記〕

M教員赴任とともにこのところ地研にも電算導

入の波がおしよせている。人員、財疎など未設億

な部分の多い研究室にとっては、OA導入は駆務

処理の省力化やデーターベースの蓄積に威力を発

抑することは必至である。電算化への研究員の対

応は、まず理鎗を深める者、実践力を急速に身に

－8－

と闇域の中心機能を分担する則次中心商業地区と

して整伽する。（地区中心型商業地区）他の地域

は地域に密葱した、近隣性の高い商業地の形成を

図ろうとするものである。

経済活性化を目的として、観光握興を行おうと

すると、本囲域外からの観光客を鋸致しなければ

なら唾い。このために、本計画では広域型観光拠

点の股定と整備、次に広域型観光拠点と他の地域

型観光拠点とのネットワーク化が提案されている。

この広域型観光拠点を久居市の榊原温泉と津市の

海洋レクリエーション基地に定めている。広域型

囲光は胆光資原の質が高く、何らかの稀少性が見

い出され、観光客誘致閤域の広い形態である。他

方、地域型観光は、地域住民の日常的、日帰り的

範囲でのレクリエーション活動あるいは日帰り観

光である。

本間域には、現状では経済ぞ活性化させるに十

分な観光資源はぱい。榊原温泉は日本三大名泉で

あるが、近鉄からのアクセスが弱く、交通手段に

皿まれていない。周辺に連擁した皿光資揮・施設

も不十分であることから中規摸の温泉街のままで

ある。このため、他の観光拠点とのネットワーク

化が広域的観点から必要となる。例えば榊原温泉

に来た老人の観光客には津市の津観音や高田本山

を参拝してもらうなどの広域的なルートの整備が

必要である。そのことによって地域型観光拠点も

うるおうのである。

このような姐光拠点のネフトワーク化のために

は道路の整鮪が必要となる。

観光の限興ということでは、美杉村は深い山間

部にあることと、京阪神には比較的近いという自然

条件のため、大きば潜在的可能性をもっている。

特に名松線の廃線間題がとりざたされているが、

国鉄と関係市町村とが協蟻して、これに8Lぞ運

行させ、観光鉄道として積極的に有効利用すべき

である。十分魅観光資啄になるものと思う。

つける者、知識摘報をおもに染める詮計算にはそ

ろばん以外は使わないという侶念を画く者など様

々の反応である。個性とは個人に具わりその個人

を他の個人と異ならせる性格と広辞苑にあるが、

個性はこういうときに現われるものようである。

で賀方の対応は。（8）


